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新
年
を
迎
え
て

関東地方本部
本部長

井上 剛毅

明けましておめでとうございます。謹んで新年のご挨拶を申しあげます。

皆様には、健やかに新年をお迎えのこととお喜び申し上げます。

昨年は、ハイチ、チリ、中国青海省の地震やメキシコ湾の原油流出、中国甘粛省

での土石流の発生、北朝鮮による韓国の砲撃など大きな事故や事件が起き、また国

内では大相撲力士や親方の野球賭博問題、児童の虐待やイジメによる小学生の自殺

が相次ぐなどの暗いニュースが続いた中、チリ鉱山落盤事故での33人の救出、小

惑星探査機「はやぶさ」の帰還、日本のサッカーワールドカップ決勝トーナメント

への進出、ノーベル化学賞を根岸、鈴木の両氏が受賞するなど明るいニュースも多

く、話題の多い一年となりました。

リーマン・ショックにより発生した世界的な金融危機は、日本の経済に激しい打

撃を与え、一昨年の政権交代以来の政局の不安定さと重って、回復の兆しが全く見

えない厳しい状況が続き、会員企業の経営も販売、施工価格や工事量の低下に見舞

われて厳しい状態が続いており、会員数も減少傾向が続いています。

一方、情報通信業界では固定網が FTTH化により NGNとなり、携帯網が3.9Gへ

と進化して、昨年12月には NTTドコモが LTE方式を採用した新サービスの提供

を開始しました。今後は固定網、携帯網のブロートバンド化によるクラウド化が進

むに伴い、FMCサービスやビジネス領域の拡大が見込まれますが、情報通信設備

業界にもそれに対応できる技術力が求められています。

昨年の関東地方本部は、情報通信技術の急速な変化に対応出来るよう技術者の育

成に努めるとともに、会員企業の技術力・ 実践力を認定する「LAN認定制度」の普

及に取り組み、また東京３支部の統合などの地域組織基盤の強化を図ってまいり

ました。

平成23年は、昨年の総会で決定いたしました重点項目の実践に向け、会員企業の

事業拡大や ICT技術者の育成、広報活動などの取り組みを強化するとともに、一層

の財政の健全化と「LAN認定制度」の拡大を図り、合わせて一般社団法人認可への

準備を進めてまいりますので、皆様方の更なるご指導、ご鞭撻を心よりお願い申し

上げます。
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未来をつなぐユビキタスネットワーク
社会に貢献 ITCA

	 平成22年度 スローガン

1 月 January 睦月 むつき

1 土 元旦 1
2 日 友

引 2
3 月 3
4 火 4
5 水 5
6 木 友

引 6
7 金 7
8 土 仏

滅 8
9 日 大

安 9
10 月 成人の日 10
11 火 10:30（関東）組織委員会	 13:00（関東）常任理事会	 14:00（関東）地方理事会 11
12 水 友

引 12
13 木 13
14 金 仏

滅 14
15 土 大

安 15
16 日 16
17 月 17
18 火 友

引 18
19 水 15:00（関東）賀詞交歓会 19
20 木 仏

滅 20
21 金 大

安 17:00	神奈川県支部賀詞交歓会	 17:00	千葉県支部新年懇親会	 17:00	群馬県支部賀詞交歓会 21
22 土 22
23 日 23
24 月 友

引 24
25 火 17:00	茨城県支部賀詞交歓会 25
26 水 仏

滅 26
27 木 大

安 	 （本部）LAN実機上級コース	 17:00埼玉県支部賀詞交歓会 27
28 金 28
29 土 29
30 日 友

引 30
31 月 31
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2 月 February 如月 きさらぎ

1 火 仏
滅 1

2 水 大
安 2

3 木 3
4 金 友

引 4
5 土 5
6 日 仏

滅 6
7 月 大

安 7
8 火 15:00（関東）常任理事会	 18:00	東京多摩支部新年会 8
9 水 9

10 木 友
引 10

11 金 建国記念の日 11
12 土 仏

滅 12
13 日 大

安 13
14 月 16:00（関東）広報委員会 14
15 火 15
16 水 友

引 16
17 木 17
18 金 仏

滅 18
19 土 大

安 19
20 日 20
21 月 21
22 火 友

引 22
23 水 23
24 木 仏

滅 24
25 金 大

安 25
26 土 26
27 日 27
28 月 友

引 28

2011

3
Mar.

   1 2 3 4 5
 6 7 8 9 10 11 12
 13 14 15 16 17 18 19
 20 21 22 23 24 25 26
 27 28 29 30 31  
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10月 11日（月）NTTドコモ、サムスン製スマートフォン2機種を発売
日経産業 アンドロイドを搭載した4型画面の「ギャラクシーS」と7型画面「キャラクシータブ」の2機種を発売。

13日（水）米マイクロソフト、新OSを搭載したスマートフォンを発表
日経産業 スマートフォン向け新OS「ウィンドウズフォン7」を搭載。米国内でAT&Tがサムスン製スマートフォンを発売する。

14日（木）シスコ、中小企業向け専用ブランドを立ち上げLANスイッチなどを投入すると発表
日経産業 日本語によるサポートや無償交換などの保証制度を整備し中小企業が購入しやすい体制も整備した。

14日（木）ソニー、グーグルと共同開発したネット対応テレビを米国で発売
日経産業 専用のコントローラーから操作でき、テレビを見ながら様々なネットのサービスを利用できる。

14日（木）NTT東、中小企業のICT支援サービスにホームページ診断サービスを追加
日刊工業 企業のホームページを診断し、個人情報漏洩などにつながるセキュリティ上の弱点などを遠隔で診断する。

15日（金）ソフトバンクモバイル、スマートフォン向けの新たなデータ通信定額サービスを開始
日刊工業 アンドロイドとウィンドウズモバイル搭載のスマートフォンに対応し、月額の下限を往来より引き下げる。

19日（火）KDDI、スマートフォン向けサービスでスカイプと提携
日刊工業 スマートフォン向けにアプリを提供し、国内で無料の音声通話サービスを実現する。

19日（火）NRIネットワーク、iPadを利用した遠隔会議システムを発売
日刊工業 仮想の会議室にログインし、会議資料などを閲覧しながら会議に参加できる。

21日（木）2009年度通信利用状況、音声通信で携帯が50％超－総務省まとめ
日刊工業 通信回線で51.0％、時間で52.9％となり音声通信の主役が固定電話から携帯電話へ。

21日（木）日本IBM、企業内メール環境をクラウドで提供
日刊工業 グループウェアのロータス・ノーツの機能をクラウドで提供する。

22日（金）第4世代携帯電話国際規格、「LTE」と「WiMAX」の発展技術を採用決定
日経産業 国際電気通信連合（ITU）は11年中に規格の詳細を決め、12年に正式に勧告を出す計画。

25日（月）米IBM、次世代送電網向けIT基盤を包括提供
日経産業 スマートグリッドに必要なIT基盤を電力会社などに包括的に提供するサービスを開始する。

26日（火）日本通信、SIMフリーのiPhoneとSIMカードをセット販売開始
日経産業 SIMフリーのiPhoneを利用することでソフトバンク以外の回線を使うことができる。

26日（火）日立情報システムズ、自治体向けクラウド事業を強化
日経産業 サービス拠点となるデータセンターを都内の他に関西にも設け、提供する自治体を現在の5倍の100自治体に増やす考え。

27日（水）NTTデータ、インドと中国でのオフショア開発に対応し、拠点間に高速回線を整備
日刊工業 東京とインド・ムンバイのデータセンター間で高速回線を整備。また中国の各DC間と東京間も新たに高速回線を整備する。

28日（木）トリプレットゲート、公衆無線LANサービスでNTTコムと提携
日経産業 NTTコミュニケーションズと組み、サービスエリアを現行の1.6倍の1万500カ所に拡大する。

28日（木）NTTドコモ、スマートフォンの新機種「ギャラクシーS」を発売開始
日刊工業 有機ELディスプレーを採用し、アンドロイドを搭載する。

29日（金）イー・モバイル、データ通信向け携帯回線で速度2倍のサービスを開始すると発表
日経産業 「DC-HSDPA」と呼ぶ技術を用いて現行の2倍の毎秒42メガビットを実現する。

11月  2日（火）NEC、ユニファイド・コミュニケーションでコールセンター向けサービスを提供
日刊工業 コールセンターに求められるコミュニケーション機能を低価格で提供する。

 8日（月）NTTコム、企業の国内外拠点を内線通信で結ぶIP電話サービスを開始
日刊工業 既存のPBXを使用するため、VoIPゲートウェイも不要となり、拠点番号と端末番号だけでダイアルできる。
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10月22日（金）第4世代携帯電話国際規格、「LTE」と「WiMAX」の発展技術を採用決定
日経産業

毎秒1ギガ（ギガは10億）ビット以上の通信速度
を実現する第4世代携帯電話の国際規格に「LTE」
と「WiMAX（ワイマックス）」の両方式の発展技術
を採用することが決まった。国際規格の世代交代
は12年ぶり。高品質の動画を快適にやり取りする
ことが可能で、早ければ2010年代後半にも実用化
する見込みだ。

NTTドコモは第4世代について横須賀リサーチ
パーク（神奈川県横須賀市）内の同社の研究施設で
実用化に向けた研究開発に着手。バケツト通信の
毎秒5ギガ（ギガは10億）ビットでの伝送実験を成
功した。KDDIもKDDI研究所（埼玉県ふじみ野市）
を中心に基礎研究段階を進めている。

一方、第4世代携帯電話のサービス開始時期等
については不透明だ。背景にあるのは使用する周
波数帯域などがこれから決まるという点。国際電
気通信連合（ITU）は11年中に規格の詳細を決め、
12年に正式に勧告を出す計画だ。

このため各社とも当面は近くサービスが始ま
る「3.9世代」と呼ばれる「LTE」や現行の携帯電話
サービスの高速化に注力している。

NTTドコモは国内で各社に先駆けて年内に

LTEのサービス提供を開始する。当初は通信速度
が現行の約5倍となる毎秒37.5メガ（メガは百万）
ビットの速度のパソコン用データ通信端末を発売。
2011年度には対応するスマートフォン（高機能携
帯電話）などを発売する予定だ。

同社は LTEの基地局開設を急いでおり、山田隆
持社長は12年度までの3年間で計約3000億円を前
倒しで投資する方針を示した。設備投資負担の増
加もあり、「第4世代への投資や時期等については
未定」 （ドコモ広報）としている。

KDDIも12年12月に LTEの商用化サービス開
始を目指しており、14年度までに計5100億円の設
備投資を予定している。KDDlは現状では、スマー
トフォンの普及などに伴い、現行の携帯電話サー
ビスの高速化を先行している。11月から3倍の毎
秒9.2メガビットの速度を実現するサービスを始
める。「EVDOマルチキャリア」と呼ばれる電波を
複数束ねる技術を用いたのが特徴だ。

ソフトバンクも足元の「iPhone（アイフォーン）」
向けのデータ通信需要増加への対応が中心。現行
の3.5世代のサービス向けの基地局拡充を急いで
おり、第4世代への対応は未定だ。

10月26日（火）日本通信、SIMフリーの iPhoneと SIMカードをセット販売開始
日経産業

日本通信は25日、携帯電話を複数の通信会社
で使えるようにした「SIMフリー」のスマート
フォン（高機能携帯電話） と同社の割安な通信料
金の SIMカードをセットにして12月から店頭販
売を始めると発表した。米アップルの「iPhone

（アイフォーン）4」をソフトバンク以外の回線で
使うことが容易になる。

日本通信は東京を中心に28店舗の携帯電話販
売店を運営するトップワイジャパンと代理店契

約を結んだ。まずトップワイの販売店「パワポケ」
11店で SIMフリー端末と日本通信の通信サービ
ス「talkingSIM」をセットで販売する。月額料金
は6260円。

SIMフリー端末の価格は未定だが、市場ではア
イフォーン4の場合8万円前後で売られていると
いう。

日本通信は取扱店を1000店まで拡大する方針だ。
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11月 10日（水）日本HP、独自OSで安全性を高めたシンクライアント端末を発売
日経産業 リナックスをベースとした独自OSを採用し、外部からの攻撃の対象となりにくくすることを訴求。

10日（水）NEC、複数回線を仮想的に統合可能なレイヤー2スイッチを発売
日刊工業 複数のスイッチ間で、複数回線を仮想的に統合可能。基幹ネットワークなどを簡単に構築できる。

11日（木）NTTドコモ、リモートアクセスサービスで新料金プラン
日刊工業 外出先から企業内システムに接続できるサービスで低価格帯メニューを追加する。

12日（金）NTTドコモ、「LTE」サービスを12月24日に開始。
日刊工業 最大毎秒75メガビッドの通信速度を実現するサービス「Xi（クロッシィ）」を開始する。

17日（水）米グーグル、アンドロイドの次期バージョンで非接触ICチップに対応
日経産業 日本では「おサイフケータイ」として普及している電子決済の機能に対応する。ソニーの「フェリカ」とも互換性を持つ。

18日（木）インテック、スマートフォンを遠隔操作して端末をロックするサービスを開始
日経産業 GPSを利用して端末の位置がわかる機能も搭載。紛失や盗難対策として提供する。

19日（金）ドコモ、スマートフォン専用の電話相談員を10倍の2500人に拡充
日経産業 スマートフォンの利用者拡大に伴い相談員を10倍の約2500人に増やし、サポート体制を構築する。

23日（火）総務省タスクフォース、「光の道」構想のNTT分社化見送り
日刊工業 NTTの光回線設備部門の「機能分離が現実的」とし、ソフトバンクの分社化案を退けた。

24日（水）NTTデータ、マイクロソフトと企業向けクラウドで提携
日経産業 NTTデータの企業向けクラウドサービスのメニューにMSのサービスを加える。

26日（金）チェックポイント、スマートフォンの社内システム接続向けセキュリティ機器を開発
日経産業 イスラエルのチェックポイントは、スマートフォンから社内システムへ接続できる機能をセキュリティ機器に追加した。

26日（金）ソフトバンク、「光の道」構想について再議論を要望
日経産業 「総務省案、指標が不明確」として、さらなる議論を求める要望書を提出。

26日（金）マイクロソフト、クラウド型CRMサービスの日本語版を投入
日刊工業 パブリッククラウド型の顧客管理情報サービスに参入し、先行するセールスフォースを追撃する。

29日（月）KDDI、シャープ製スマートフォン「IS03」を発売
日刊工業 おサイフケータイやワンセグなどを搭載。事前キャンペーンでは27万人が購入宣言を行っている。

30日（火）富士通、クラウドでシマンテックと連携
日経産業 シマンテックのセキュリティ製品を自社のクラウドサービスに標準で組み込み発売する。

30日（火）シャープ、電子書籍事業を12月10日に開始
日刊工業 雑誌や新聞の配信で、同時に発売するタブレット端末のカラー液晶の強みを生かす。

12月  2日（木）ジュピターテレコム、WiMAXサービスの取扱を開始
日刊工業 UQコミュニケーションズが運営するWiMAXサービスの取扱を開始する。

 3日（金）米携帯大手ベライゾン、次世代携帯通信サービス「LTE」を開始
日経産業 ニューヨークなど主要38都市でサービスを開始し、13年までに全米展開を目指す。

 7日（火）国内サーバー市場、7～9月の市場規模は9四半期ぶりに金額増－IDC調査
日経産業 前年同月比1.3％増の1221億円。出荷台数は4.6％増の14万3000台。台数ベースでは3四半期連続増加となる。

 8日（水）米グーグル、最新版アンドロイド搭載のスマートフォン販売を発表
日経産業 非接触ICに対応し、サムスン電子と共同開発した「Nexus S」を販売する。

10日（金）11年国内IT市場予測、ほぼ横ばいの見通し。タブレットは3倍に。 －IDC予測
日経産業 10年比0.5％増の12兆3950億円。スマートフォンは11年半ばに30％を越えるシェアになると予測。
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11月17日（水）米グーグル、「アンドロイド」の次バージョンで非接触IC チップに対応
日経産業

米 IT（情報技術）大手グーグルは近く発表する携帯
電話用の基本ソフト（OS）で、決済機能を持つ非接触
IC チップに対応することを明らかにした。携帯決済
は「おサイフケータイ」として日本勢が切り開いてき
た分野。先行メリットを生かして世界に打って出る足
がかりとするか、技術的な優位性を失い海外メーカー
の攻勢にさらされるか。日の丸ケータイは正念場を迎
えつつある。

サンフランシスコ市内で15日開かれたイベント。
グーグルのエリック・シュミット最高経営責任者

（CEO）は携帯 OS「アンドロイド」の次バージョン「ジ
ンジャーブレッド（開発コード）」を搭載した新型機を
手にしながら、携帯が今後どう変わるか力説した。

ジンジャーブレッドは「数週間以内に出す」として
おり、来年には新 OSを搭載したスマートフォン（高
機能携帯電話） が登場するとみられる。
「クレジットカードがなくても、携帯の『タッチ＆ペ

イ』（タッチで支払い）で買い物ができる」「位置情報
に連動した情報提供サービスができる」。シュミット
氏が語る“近未来の話”は、日本では日常生活でおなじ
みの話ばかりだった。

グーグルが新たに対応するのは携帯決済の国際規

格「NFC」。ソニーと欧州電機大手フィリップス（現
NXPセミコンダクター）が共同開発した規格で、日本
の「おサイフケータイ」に搭載しているソニーの技術

「フェリカ」と互換性を持つ。
IT情報サイトでは、新型機は「韓国サムスン電子で

はないか？」といううわさ話が流れた。もし、真実で
あればソニーが規格作りにかかわり、日本の携帯電話
メーカーが先行してきた分野だけに衝撃は大きい。

日本メーカーは現在、スマートフォンに独自機能で
「おサイフケータイ」を搭載するなどして、国内市場で
優位を保っている。だが、NFC対応を契機にと機能が
同等でより使い勝手のよいスマートフォンが世界に普
及したらこの構図が崩れるからだ。 一方、国内で「フェ
リカ」を使ったアプリケーションやサービスを手掛け
てきた事業者は、互換性のある NFC対応を進めるこ
とで、垣根を越えて、アプリやサービスを輸出できる
だろう。

携帯決済の分野では5年以上先行したといわれる日
本の携帯メーカー各社だが、世界の差は急速に縮みつ
つある。携帯決済で蓄積したノウハウで世界市場で勝
ち抜くことを目指すのか、国内市場にしがみついて孤
立を深めるか。日本メーカーは決断を迫られている。

11月23日（火）総務省タスクフォース、「光の道」構想の NTT分社化見送り
日刊工業

情報通信技術（ICT）政策を検討する総務省のタス
クフォースは22日、2015年ごろまでにブロードバン
ド（高速大容量通信）普及率100％を目指す「光の道」
構想の実現に向けた最終報告の原案を公表した。焦点
となっている NTTの組織再編については、光回線設
備部門の「機能分離」が「最も現実的かつ効果的と考え
られる」とし、ソフトバンクが求めてきた分社化案を
退けた。同タスクフォースは30日の会合で正式な最
終報告をまとめる方針。 

機能分離は光回線設備部門と、サービス部門との
間にファイヤーウォールを設けオフィス環境や顧客
情報、会計などを遮断。それにより他事業者との公平
な競争環境を実現するもの。このほか報告書原案では、

他事業者が光回線を借りる際に NTT東日本、NTT西
日本に支払う接続料の引き下げの必要性などにも言
及した。

NTT東西の光回線設備部門を巡ってはソフトバン
クが、分離して新会社を設立する案を提案。税金を
使わずに5年でブロードバンド普及率100％を達成し、
低廉なサービスを実現できるなどと主張してきたが、
同タスクフォースは「不確実性が高い」とした。 

ただ今回の原案では、機能分離の実施時期など具体
的な数値目標は盛り込んでおらず、タスクフォース会
合を傍聴した孫正義ソフトバンク社長は「明確な数値
目標のない、あやふやな機能分離案は受け入れられな
い」などと反発した。
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栃木県支部の状況について

関東地方本部　栃木県支部長　早川 常雄

平成22年栃木県支部メンバーのご紹介および活
動報告をさせていただきます。

●栃木県支部メンバー（入会順等）

三信電工㈱ 旭光電気㈱
㈱芳賀総合システム 日興通信㈱宇都宮支店
東邦建㈱ 東邦システムサービス㈱
㈲エムジェイエス 中通システム㈱
光陽電気工事㈱

【平成22年度の活動内容】
4月／栃木県支部役員会
5月／栃木県支部総会
　　　NTTサービス講演会
　　　「ICTソリューションサービスの動向」
　　　東日本電信電話株式会社　栃木支店
　　　法人営業企画担当課長　岩田康弘氏
10月／栃木県支部懇親会

【関東地方本部研修カリキュラムへの参加】
・新入社員研修　　　：3名
・22年度技術セミナー：1名

以上のとおり、会員9社でこじんまり、和気あい
あいと活動しております。

今年は10月21日に支部懇親会を開催しました。
会員増強については、増やすより退会を止めてい

るのが現状であります。
今回は、今後栃木県支部の会員増加に結びつくよ

う検討状況として地方本部組織委員会で提案のあっ
た「ワンストップ・サービス」について私なりの考
えと共に報告したいと思います。

弊社で以前、全国チェーンのホテルから見積依頼
があったが、遠方についての調査及び出張費用がか
かり過ぎ金額が折り合わず対応出来なかった。

この経験を元に、私は先日「全国規模での共同営
業・ 共同施工体制の構築」と称して、地方本部組織

委員会に文章を提出しました。
「全国規模の工事については、ITCA会員企業一社

では営業展開・施工が出来ないケースがほとんどで
ある。この為、ITCA会員企業が力を併せ共同で営
業展開・施工が出来る体制を ITCAが核となって出
来るような体制を検討してほしい。」
という内容であります。

私の願いが通じたのか、文章を提出すると同時に
組織委員会より「ワンストップ・サービス」の提案
があがりました。
「保守サービスをシステム化して提供することに

より、お客様に喜ばれ、かつ会員拡大に繋がるとの
事。多くの企業で提供している＜まるごと保守＞と
同じものであるが保守サービスに悩んでいる個々の
会員が集まり、一つのシステムとして機能していけ
ば、先には工事等での連携にも拡大する可能性があ
るのではないか」との事でした。

今後の検討課題は多々あると思うが、組織委員会、
地方本部のなかで議論し、現実になるように私も力
を尽くしていきたいと思っております。
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「ビジネスコミュニケーション
東京2010」講演模様
情報通信ビジネスの将来展望　要旨

「新風」2010年10月号（Vol.511）でもご紹介しまし
たが、10月14日に池袋サンシャインシティで開催さ
れた「ビジネスコミュニケーション東京2010」（情報
通信設備協会協賛）で、「情報通信ビジネスの将来展
望」と題して、情報通信ビジ
ネスの将来展望と情報通信
設備協会の役割・ 活動につ
いて、協会の大輪堅一理事

（富士ネットシステムズ株式
会社 代表取締役）が特別講
演しましたので、要旨をご
紹介いたします。

Ⅰ．情報通信設備協会の概要
■情報通信設備協会の概要

協会は、公衆電気通信法の改正によって PBXが民
間に開放されたことを機に1953年に全国 PBX協会と
して発足し、途中改名を経て現在の情報設備通信協会
となった。現在の会員数は770社で、総務省を主務官
庁として、ICTの全国普及活動、人材育成活動、資格
取得活動を通じて会員企業の信頼向上と社会貢献に
取組み、ICTを推進してお客様の企業価値の向上を目
指すことをミッションとしている。

Ⅱ．情報通信ビジネスの現状と将来展望
■情報通信技術（ICT）の変遷

技術は、アナログからデジタル、ブロードバンド
へと移り、固定網はアナログから INS、更に NGNへ
と変化し、音声と情報データの統合が映像を含めて進
展しつつある。一方、携帯網は、3G、3.5G、3.9Gへと
ITUの標準化が進み、12月には NTTドコモが LTE
方式を採用して、高速大容量の通信が可能となる。携
帯網の進化は、データカードを差せば電話も携帯で

いい、LANはいらないということになり、FMCサー
ビスの拡大と合わせて端末が全て携帯電話になると
いう時代が来る。

■情報通信ビジネスの現状認識

通信と放送の融合が進み、家庭のテレビにインター
ネットが繋がれて、パソコンとテレビが一体化され
ていく。

情報システムの集中化によりクラウドの導入が進
められ、ハイブリッドクラウドでは自社側に重要な
基幹業務を置き、グループウェア等はデータセンター
からソフトウェアを利用する形でセキュリティリス
クを回避している。今後は、クラウドとクラウドが
繋がりモバイルが連携して、モジュラージャックに
差すだけで世界のネットワークに繋がる時代になる。

PBXは終焉の兆しが出てきている。携帯、スマー
トフォン、ipad、Wi-Fiルーターによって携帯網でい
ろいろ出来る時代が来ている。

■日本における社会構造・産業の変化

日本の人口はどんどん減少して2050年には9千万
になり、更に高齢化が進む。若者は所得が低く生活が
出来ないため、共稼ぎで出生率を低下させている。

IMD国際競争力ランクは2009年度27位、2009年
の GDP名目平均成長率は△0.2％で OECD平均成長
率＋6.1％を大きく下回っている。国内需要の減少、
新興国台頭による生産性の限界、円高により製造拠点
が低賃金国に移動し、国内の失業者は320万人、失業
率5.1％となった。

国の借金は900兆円。医療費に34兆円掛かってお
り、団塊の世代の高齢化によって65歳以上に医療
費の半分が掛かっている。我が国の経済立て直しは
ICTの力が無ければできない。
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■日本を再生する ICTの役割

ICTの役割には、電力・ガス等の社会インフラ整備
や農・漁業等の一次産業の効率化による自給率アップ、
三番目としてビジネス領域で企業の価値・グローバル
への対応・事業継続（BCP）が非常に重要になってくる。
環境負荷低減や、高失業率から労働時間短縮で失業率
を減らし、仕事と社会貢献を両立させるワークライフ
バランスが求められてくる。これらを解決するために
は、ICTの力が必要になってくる。

衛星 GPSの力、放送・映像の配信、センサーネット
ワークの活用が非常に重要になる。LED、ICタグ、マ
シン toマシン（M to M）の通信が増えてくる。高機能
端末、ipad、携帯端末によりいろいろな活用が出来る
ようになる。

仮想化技術が大事になる。いま主流は、アメリカの
VMware社の VCP410で、それを使えば1500台のサー
バーを50台位に集約することができる。

■ ICTがもたらす近未来社会

ネットワークは今後更に重要になり、NWGN（新世
代ネットワーク、ニュージェネレーションネットワー
ク）によって家庭でもコンピューターが使われるよう
になり、世界では1千億の端末が回線にぶら下がって
いる。動画コンテンツの増加で今 IP網ではアドレス
の枯渇から限界があり、ITUを中心にネットワークの
量子化が検討されており、量子コンピューター、量子
通信の域にして1千倍の電送容量がないと、兆の大台
の端末には対応できない。

行政や国のシステム、教育システムが web化され、
電子書籍化が増える。航空機の予約も LCC（ローコス
トキャリア）はインターネットでしか受付ない。これ
では失業率が増えざるを得ない。

在宅勤務が増えコールセンターもクラウド化されて
ビルの空室が増え、高齢化で農業や漁業をやる人が少
なくなると、空きビルを利用した農業も考えなければ
ならない。

Ⅲ．社会に貢献する情報通信設備協会の活動
■協会の活動内容

協会の活動の一つは ICTの普及活動であり、ICTに
よるネットワークの社会形成に資する活動をしている。
昨年は NGNサービス創造研究部会を作り、一橋大学
大学院の一條先生に座長をお願いして、中堅・ 中小の
ICTを担う企業は今後どう生きていくか、新しい新結
合等について提案を頂いた。

研修として技術研修、幹部研修、或いはシスコのベ
ンダー資格研修、NGNの基礎研修、工事担任者資格取
得研修等を実施した。

また、企業はお客様の信頼を得なければ生き残れな
いことから、この会員企業は絶対大丈夫だ、安心安全
だ、安心してこの会社に任せてくれ、といえる会員を
認定する「LAN認定制度」を作り、いま50社を認定し
ている。

■協会の社会貢献への取組み

協会は、ICTの普及活動、人材育成活動、資格認定
活動の三つの柱を基本に、会員企業に対して先を見る
力、人間力の向上、高度な技術力の集積が図れる環境
を提供する。そして会員企業がお客様の経営課題を解
決させるコンサルティング活動を通して、より強い信
頼関係を築き、相互の事業発展に貢献することが協会
の使命、社会貢献である。
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情報通信総合研究所　マーケティング・ソリューション研究グループ　研究員　木下	康儀

多彩なノンPCデバイスの台頭

デジタルフォトフレームや、タブレット端末など、スマートフォンと PCとの中間領域に位置するデバイスが台頭
し始めている。通信事業者はこれらノン PCデバイスを活用して新たな収益源の創出を目指している。

ブロードバンド回線や携帯電話の普及率が飽和状態
に近付きつつある中、通信事業者にとっては新たな市
場創出が不可欠となっている。その一つとして、多彩
に台頭し始めてきているノン PCデバイスを活用した
取り組みがある。

■携帯通信事業者も注力する　
　デジタルフォトフレーム

2008年以来、デジタルフォトフレームはファミリー
層を中心として普及が進んでいる。通信機能を搭載
したデジタルフォトフレームは2種類あり、一つは、
Wi-Fi機能搭載タイプ、もう一つは、携帯回線の3G通
信機能搭載タイプである。

Wi-Fi機能搭載タイプは、デジタルフォトフレーム
元年とも言える2008年に、ソニーなど複数メーカー
から発売された。家庭内に Wi-Fi環境があれば、イン
ターネット回線を経由して写真共有サービス上の写真
を表示することができるという便利なものだ。しかし、
Wi-Fi機能の搭載により端末価格が高くなることや、遠
方に暮らす両親へのプレゼントを想定したときに両親
宅での Wi-Fi環境の構築が必要となることも、なかな
か普及しない要因として挙げられるだろう。

一方、活況となっているのが3G通信機能搭載タイ

プである（表1）。デジタルフォトフレームに3G通信モ
ジュールが内蔵されており、写真付きメールを直接受
信して表示できるほか、世界遺産などの風景写真が定
期配信されるサービスもある。3G通信機能搭載タイ
プは2009年6月にソフトバンクモバイルが先陣を切り、
翌2010年1月には NTTドコモが本格展開、そして遅
れをとっていた auからも2010年夏商戦において提供
開始され、各携帯事業者が出揃うこととなった。

販売が好調な要因として、料金面では、まずは端末
価格の安さが挙げられる。3G通信機能搭載タイプは、
家電量販店が実施する販売施策により、端末購入価格
が0円となっているケースもあり、非常に安価に購入す
ることができる。また、ランニングコストは、携帯通
信事業者により若干異なるが、月額490円～990円程度
で利用できることから、携帯電話で写真付きメールを
送受信するよりも安く済むケースが多いと考えられる。

次に運用面だが、携帯電話と同じ3G通信であるこ
とから、利用者が通信のための設定をする必要はなく、
Wi-Fiタイプと比べて導入障壁が低い。また、契約者は
PCからネット経由で遠隔管理をすることができるため、
例えば、子供夫婦が契約者となった場合、遠方に暮らす
両親が写真を見たかどうかなどを確認することもでき、
見守りサービス的な側面も兼ね備えている点もユーザ
ニーズをとらえているのかもしれない。

表１　携帯通信事業者が提供する3G通信機能搭載タイプのデジタルフォトフレーム

NTTドコモ au（KDDI） ソフトバンクモバイル

製品
製品名 フォトパネル03 PHOTO-U SP01 PhotoVision 

SoftBank 003HW
画面サイズ ９インチ ７インチ ７インチ

通信プラン
プラン名 お便りフォトプラン PHOTO-Uプラン フォトビジョン

ライトプラン
月額料金 

※２年契約割引適用後の価格
500円～990円
 （２段階定額制）

390円～780円 
（２段階定額制） 490円 （定額制）

機能
パケット制限 10万パケットで停止 

（写真約60～90枚相当） なし なし

他ケータイや PCからの受信機能 基本料金内 基本料金内 別途300円／月が必要
風景写真などの配信サービス 基本料金内 基本料金内 別途105円／月が必要

出所：各社ホームページより作成（2010年11月末時点）
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このように、携帯通信事業者が注力する理由は、携
帯電話向けの料金プランとは別のプランとすること
で、携帯電話のパケット定額料金にはおさまらない新
たな収益を創出することができるという点にある。し
たがって、3G通信タイプのデジタルフォトフレームは、
ノン PCデバイスの登場を新たな通信収入へマネタイ
ズする好例と言えるだろう。

■ iPadを中心に台頭する
　タブレット端末

2010年、情報機器市場において、世界的に話題となっ
た端末といえば、Apple社の iPadだろう。さらに iPad
以外にも、この1年の間に国内外のメーカー各社から
タブレット端末に相当する端末が相次いで発表された

（表2）。
タブレット端末の通信機能に着目してみると、どの

端末も Wi-Fi機能を搭載しているほか、3G通信機能を
搭載している端末も多い。国内ではソフトバンクモバ
イルが3G通信タイプの iPadの販売権を独占したよう
に、携帯通信事業者にとってタブレット端末は2台目需
要を創出するキーデバイスとしての期待も大きい。そ
の一方で、携帯通信事業者にとっては、増大するデー

タトラフィックを処理するための設備コスト負担も増
えるというリスクも持ち合わせている。リッチコンテ
ンツの利用が想定されるタブレット端末では、3Gネッ
トワークだけで全てのデータトラフィックを処理する
のは現実的ではない。家庭内では Wi-Fi経由で固定ブ
ロードバンド回線へとデータオフロードをし、屋外に
おいては公衆無線 LANスポットなどを活用したデー
タオフロードをするのが、携帯通信事業者にとって現
実的なデータトラフィック対策と考えられる。

タブレット端末をビジネスチャンスととらえている
通信事業者は携帯通信事業者だけではない。NTT東日
本は「フレッツ光」を活用し、Androidベースのタブレッ
ト端末「光 iフレーム」と、アプリケーションの配信を
行う「フレッツ・マーケット」の提供を2010年11月25
日より開始した。固定ブロードバンド回線は既に月額
定額制の料金体系となっており、タブレット端末の導
入により新たな通信収入がもたらされることは考えに
くいが、アプリケーションやコンテンツ配信に関わる
レベニューシェアといったプラットフォームビジネス
に対する期待が高まっている。また、生活に密着した
デバイスやサービスを提供することで、固定ブロード
バンド回線の解約防止も期待されるところだろう。

表２　タブレット端末をめぐる動き

タブレット名 製造メーカー 通信機能 画面サイズ OS

2009年
10月 Archos ９ PC Tablet Archos Wi-Fi 8.9インチ Windows ７
12月 WebStation Camangi Wi-Fi、3G ７インチ Android

2010年

５月 iPad Apple Wi-Fi、3G 9.7インチ iOS
６月 Streak Dell Wi-Fi、3G ５インチ Android

11月
Galaxy Tab Samsung Wi-Fi、3G ７インチ Android
LifeTouch NEC Wi-Fi、3G ７インチ Android

計画中

Folio 100 東芝 Wi-Fi、3G 10.1インチ Android

Eee Pad ASUS 不明 10インチ
12インチ Windows ７

Cius Cisco Wi-Fi、3G ７インチ Android
出所：各社ホームページより作成（2010年11月末時点）
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1  平成23年新春賀詞交歓会開催のご案内
関東地方本部では、新春恒例の平成23年賀詞交歓会

を下記のとおり開催いたします。設備協会会員をはじ
め、情報通信事業に関連ある通信事業者、省庁、企業、
団体等の多数の皆様のご出席を賜りますよう、ご案内
申し上げます。

日　　時

　平成23年1月19日（水）　午後3時から

場　　所

　メルパルク東京　5階　瑞雲の間
　港区芝公園2-5-20　電話 03-3433-7211
　http://www.mielparque.jp/tky/tky03.html
　
交　　通

　都営地下鉄三田線芝公園駅下車　徒歩2分
　都営地下鉄浅草線大門駅下車　徒歩4分
　都営地下鉄大江戸線大門駅下車　徒歩4分
　JR線浜松町駅下車　徒歩10分

参 加 費

　情報通信設備協会会員は1社1名　無料
　2名以上は1名につき　5,000円

お申込み

　 情報通信設備協会会員は、先にお送りしました、往
復ハガキ「賀詞交歓会のご案内」に出欠の有無を記
入のうえ、事務局へ返送願います。

　会員以外の方は下記事務局へお問合せ願います。

問合せ先　

　関東地方本部事務局　　TEL　03-5640-4761
　E-mail　kanto@itca.or.jp
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2  支部懇親会等開催予定
関東地方本部の各都県支部では、毎年、会員相互の親睦と関連団体・ 企業との情報交換を図るため懇親会を開

催していますが、今回も下記のとおり開催いたしますので、多数の会員各社のご出席をお願い申し上げます。

支　部 開催日 開始時間 場　所 備考

神奈川県 1/21 17:00 横浜市
ホテル・キャメロットジャパン

千 葉 県 1/21 17:00 千葉市
京葉銀行文化プラザ

埼 玉 県 1/27 17:00 さいたま市
ラフォーレ清水園

茨 城 県 1/25 17:00 水戸市
水戸芸術館レストラン ヴェールブランシェ

栃 木 県 10/21 18:30 那須町
ホテルエピナール那須 終了

群 馬 県 1/21 17:00 高崎市
NTT望観荘・なごみ

山 梨 県 12/6 18:00 港区
屋形船はしや 終了

東　　京 12/10 17:00 千代田区
東海大学校友会館 終了

東京多摩 2/8 18:00 未定
※ 詳細については、各支部へお問合せ下さい。
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３  平成22年度 LAN実機上級コース研修のご案内
（社）情報通信設備協会本部主催の「平成22年度

LAN実機上級コース研修」を下記のとおり実施します
のでご案内いたします。

1.コース名

LAN実機上級コース

 「LAN実機トレーニング」の上級技術取得を目指し
ます。

2.研修目的

 平成22年度も「情報ネットワークプランナーマスタ
（LAN実機トレーニング）｣を研修コースとして開催
しておりますが、更なる LANの拡大や IP電話の急
速な普及等によりこれを取巻く LANスイッチ（L2/
L3）やルータのスキルアップは必要不可欠となって
おります。そこで、今年度が初めての研修として、「情

報ネットワークプランナーマスター」資格取得者を

対象に更にレベルアップを図るスペシャリストコー

スを設定することとしました。

3.研修内容

 LANスイッチ（L2/L3）とブロードバンドルータを
利用したハンズオンセミナーで、社内ネットワーク
にて利用されるマルチプル VLANや冗長化技術、異
機種間の接続、VPN（仮想プライベートネットワー
ク）を利用した LAN間接続などを中心に実習を行
います。
 これらの実習を通じて LAN実機トレーニング研修
から更に高度な知識を習得し、スペシャリストを目
指します。

【使用機材】
　※ L2/L3スイッチ アライドテレシス CentreCOM8624EL
　※ L3スイッチ Cisco Catalyst3560-12PC
　※ブロードバンドルータ YAMAHA RT107e

4.対 象 者

 「情報ネットワークプランナーマスター」資格取得
者を対象とします。

5.開催日時・募集人員

開催日時：平成23年1月27日（木）～28日（金）
募集人員：10名（但し、1社1名）

6.会　　場

東京都中央区日本橋茅場町2-17-7　第3大倉ビル3F
（社）情報通信設備協会　会議室
 http://www.itca.or.jp/outline/name_place.html

7.持参品

①設定用ノート PC
 研修当日はノート PC（OS：WindowsXP以降）をご
持参願います。
・ ドライバー、及びツールのインストールに CD-

ROMドライブが必要です。内蔵の PCか外付け
CD-ROMドライブを持参して下さい。

・ パスワードが設定されている PCはパスワードを
調べておいて下さい。

・ ping（ICMP）が利用できる環境に設定しておいて
下さい。

・ PCをご持参できない方はレンタル PCをご紹介し
ますので事務局にご連絡下さい。

② 「情報ネットワークプランナーマスター」研修で
使用したテキスト　

8.研修スケジュール
区　別 9：00～12：00 13：00～17:00

第1日

・ Ciscoに お け る マ ル チ プ
ル VLAN（プライベート
VLAN使用）

・ 多段マルチプル VLANを
利用した LAN構築

・ VTPの動作
・ Cisco、アライド異機種間の

タグ VLAN（IEEE802.1Q）
・ アライドにおけるProtected 

VLAN

･ 冗長化技術について（スパニ
ングツリー、VRRP、リンク゛
型プロトコル）

・ 各機種ごとのスパニングツリー
・ Cisco、アライド異機種間の

スパニングツリー
・ リングアグリゲーション
（LACPプロトコルを利用し
た動作設定）

・ 異機種間のリングアグリ
ゲーション

第2日

・ルーティングについて
・ RIPプロトコルを使用した

ルーティングテーブルの設定
・ VPNについて
・ ブロードバンドルータを使

用した LAN間接続

･ネットワーク機器の管理
･ SNMP（簡易ネットワーク管

理プロトコル）
・総合演習

9.研修会 ･試験等の料金

①費用
　・受講費用 31,500円（税込）
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　・レンタル PC貸出料（希望者のみ） 10,500円（税込）
②受講費用は、払込み後の返還は出来ません。

10.申込締切り

 平成23年1月11日（火）　（締切を過ぎた場合は事務
局にご相談ください。）

11.申込方法

 別紙「申込書」にご記入のうえ、郵送又は FAXでお
送りください。
①郵送先
　〒103-0025　東京都中央区日本橋茅場町2-17-7
　　　　　　　第3大倉ビル3F
　　　　　　　（社）情報通信設備協会
② FAX 03-5640-6599

12.受講案内の送付

 申込受付後、受講案内書、受講料振込用「払込取扱票」
を送付いたします。

13.受講費用の払込

 「払込依頼票」を受け取り後、平成23年1月17日（月）
までに郵便局へ振込んで下さい。

14.問合せ先

（社）情報通信設備協会　
TEL 03-5640-6508　　FAX 03-5640-6599
E-mail　honbu@itca.or.jp
 
※ 本件の個人情報は研修に関するご案内及び資格試

験・更新のご案内のみ使用いたします。
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４   ～ ICT時代を支える国家資格～　
平成23年度第1回ネットワーク接続技術者

「工事担任者」試験のご案内

平成23年度第1回ネットワーク接続技術者「工事担
任者」試験が下記により実施されます。

1.試験日時

平成23年5月22日（日曜日）

2.試験会場

全国35地区で行います。
 各受験者の試験会場については、受験票に記載され
ます。

3.受 験 票

受験票は、5月上旬頃に送付されます。
 受験の際は、6か月以内に撮影した写真（無帽、正面、
上三分身、無背景、白枠なし、縦30mm、横24mm）
を貼って必ず持参してください。受験票がないと試
験会場には入場できません。

4.試験種別

 ① AI第一種、② AI第二種、③ AI第三種、④ DD第
一種、⑤ DD第二種、⑥ DD第三種、⑦ AI・DD総
合種

5.試験科目

 ①電気通信技術の基礎、②端末設備の接続のための
技術及び理論、③端末設備の接続に関する法規

6.出題方式

択一方式（マークシート方式）
7.科目免除

 科目合格者、一定の資格又は実務経歴等を有する者
及び認定学校修了者等は、申請により試験が免除さ
れる科目があります。
※ 工事担任者規則の一部改正（21.6.30）により、平成21年6月30日以

降実施する試験から「受験による科目合格」の有効期限は3年以内（6
回分）になりました。

8.合格基準

 各科目の満点は100点で、合格点は60点以上です。
なお、各問題の配点は、試験問題設問文の末尾に記
載してあります。

9.試験手数料

8,700円。試験申請受付後は、お返しされません。

10.試験申請受付期間

①郵送による「一般の申請」
　平成23年2月1日（火）～2月21日（月）
②インターネットによる「一般の申請」
　平成23年2月1日（火）～3月7日（月）
※ 経歴証明書の提出がある等の条件により受付期間等が違います

ので、電気通信国家試験センターのホームページで確認して下さ
い。

11.試験結果の通知 　

 平成23年6月13日（月）に、試験結果通知書を受験
者全員に郵送されます。また、インターネットでも
受験番号及び生年月日を入力することにより合否の
検索ができます。
 なお、（財）日本データ通信協会の各事務所におい
ても閲覧することができます。

12.申請に必要な書類

 無料頒布いたします。郵送料はご負担となります。
（重さが、変動する場合がありますので、あらかじ
めお問合せください。）
 郵送等を希望する場合は、申込者の住所・ 氏名を記
載し、郵便切手（1部の場合200円、2部は240円、3
部～5部は390円、6部～10部は580円）を貼った返
信用封筒（角型2号）を同封の上、お申し込みくださ
い。なお、宅配便着払い方法（電気通信国家試験セ
ンター扱いのみ）もございます。
 申請書の頒布開始時期は、平成23年1月上旬からで
す。

13.問合せ先

（財）日本データ通信協会　電気通信国家試験センター
〒170-8585　東京都豊島区巣鴨2-11-1
　　　　　　巣鴨室町ビル6階
TEL 03-5907-5134
URL http://www.shiken.dekyo.or.jp/
E-mail　shiken@dekyo.or.jp/
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○平成21年6月30日以降に実施される試験から「受験によ
る科目合格者に対する試験の免除期間が、試験の行われた
月の翌月の初めから起算して3年以内に延長」になりました。

○平成22年2月26日の改正・実施により工事担任者資格者
証については、資格者証の偽造防止、耐久性の向上等の観
点から、平成22年度から日本工業規格（JISX6301）に規定
するサイズのプラスチックカード製に変更されます。

★工事担任者規則の一部改正がありました。
（試験に関する主な改正点は次の通りです。）

www.shiken.dekyo.or.jp
〒170-8585  東京都豊島区巣鴨2丁目11番1号 巣鴨室町ビル6階
TEL. 03-5907-5134　FAX. 03-5974-0096

財団法人 日本データ通信協会 
電気通信国家試験センター

E-mail : shiken@dekyo.or.jp

5月22日（日）5月22日（日） A I 第一種 A I 第二種 A I 第三種　  
DD第一種 DD第二種 DD第三種 AI・DD総合種

〈試験種別〉

■試験申請について

合否発表
平成23年6月13日（月）に「試験結果通知書」を
受験者全員に郵送します。またホームページで
も合否の確認ができます。

1 インターネットによる申請 申請期間及び試験手数料払込み期限

申請期間及び試験手数料払込み期限

※試験申請受付後はお返ししません。※試験手数料の払込みに要する費用は、各自ご負担してください。

※スマートピットカード（コンビニ店頭無料頒布）
※スマートピットシート（Ｗｅｂから無料ダウンロード後、
   ４日以内に申請入力。期限後は払込み不可）

〈イ〉郵 便 局 （窓口・ＡＴＭ可） 銀行、コンビニへの払込み変更はできません。

「払込取扱票」等の裏面が「工事担任者試験申請書」となっています
ので必ずご自身で電気通信国家試験センターへ送付してくださ
い。郵便局機関からは、送付いたしませんのでご注意ください。

指定された金融機関の口座番号（申請者固有の
番号を自動的に通知）に払込みしてください。
全国店舗ローソン・ファミリーマート・スリーエフ・
ミニストップ・サークルK・サンクスで利用可。

※銀行は全銀協加盟行です。

〈ハ〉コンビニ （店頭・端末機器）

〈ロ〉銀 行 （窓口・ＡＴＭ可）
※郵便局への払込みのみ変更可。

※郵便局への払込みのみ変更可。

※銀行・コンビニへの払込み変更不可。

① 定期申請 ※Ｗｅｂ上では、全科目免除申請及び実務経歴申請はできません。

※全科目免除申請及び実務経歴申請は郵送申請のみです。

※Ｗｅｂ上、申請不可　

〈イ〉実務経歴申請が「ない」もの 平成23年2月1日（火）～3月7日（月）

2 郵送による申請
① 定期申請
〈イ〉実務経歴申請が「ない」もの 平成23年2月1日（火）～2月28日（月）
〈ロ〉実務経歴申請が「ある」もの 平成23年2月1日（火）～2月21日（月）

8,700円

申請の手続き及び受験に関するお問い合わせは下記
HPなどをご覧ください。

4 お問い合わせ先

3 試験手数料

② 試験手数料払込み方法 払込み期限は、3月8日（火）までです。
〈イ〉郵 便 局 （窓口・ＡＴＭ可）

② 全科目免除申請
〈イ〉実務経歴申請が「ない」もの 現在日～平成23年2月28日（月）
〈ロ〉実務経歴申請が「ある」もの 現在日～平成23年2月21日（月）
③ 試験手数料払込み方法

申請受付番号は必ずご記載してください。
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５  平成22年度第2回工事担任者資格取得研修模様
平成22年度第2回目の工事担任者資格取得研修は、

11月28日に行われた工事担任者試験に備え、「電気通
信工事担任者の会」の専任講師をお迎えして、情報通
信設備協会会議室で基礎コースを10月19日に、技術
コースを20日に、また法規コースを21日にそれぞれ
開催し、延べ61名が受講いたしました。

なお、（財）日本データ通信協会 電気通信国家試験
センターのホームページに、平成21年第1回試験から
の問題と回答が掲載されていますので、印刷して次回
からの受験にぜひお役立て下さい。

（http://www.shiken.dekyo.or.jp/charge/exam/index.html） 研修模様

（一口メモ）

基 礎 科 目 技 術 科 目 法 規 科 目 

※注意１：「資格」による免除には改正前の資格による免除もあります。 
※注意２：「科目合格」による免除は平成２１年度第１回試験以降に合格した科目に限ります。 

①資格
②科目合格
③実務経歴

①資格
②科目合格
③実務経歴
④認定学校修了

①資格
②科目合格組合せ 組合せ免

除

全科目免除申請とは？

「資格」、「科目合格」、「実務経歴」又は「認定学校修了」による科目免除を利用して、
３科目（基礎、技術、法規）の試験免除が申請できる方法です。 

★３科目には、それぞれ次の免除制度があり、該当の免除を組み合わせて利用（申請）で
　きます。 
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６  平成22年度経営革新セミナー模様
平成22年度の経営革新セミナーは、11月16日から

17日の2日間に亘り神奈川県葉山町の（財）社会経済
生産性本部・IPC生産性国際交流センターで、18名が
参加し開催しました。

今回のセミナーは、会員企業の経営者・ 経営幹部及
び中堅管理職を対象として、激変する経営・ 技術環境
を突破し、自社の業務改善と経営体質を強化を図り、
更なる成長・発展を図るための情報・知識・スキルと
コンサルティングノウハウ提供を目的として実施いた
しました。

①産業構造の変革と今後の中小企業の生き残り戦略
② 縮小・減退する市場環境を突破するためのマーケ

ティング・営業戦略
③ クラウド化・SNSの浸透とリアルタイム化する環

境下における情報戦略
④経営環境に左右されない財務戦略と管理体制
⑤人材育成のトレンドと押さえるべきポイント

をセミナーの重点とし、経営者・ 経営幹部として必要
な知識・スキルを体系的に学習いたしました。

講義とグループ討議、全体発表を行い、また合わせ
て他会員企業の社員との交流も活発に行い、有意義な
2日間となりました。

グループ討議 討議結果の発表

真剣に受講する各社幹部

中村先生の講義



2011 Vol.512 新風 23

7  平成22年度第2回定例講演会模様
22年度第2回目の定例講演会は、演題（1）として、次

世代ネットワーク「NGN」を活用した光ブロードバン
ドアクセスサービスである「フレッツ光ネクストサー
ビスにおける情報機器端末の現状と今後の開発動向」
と題し NTT東日本の井上担当部長に、また、演題（2）
として、携帯キャリア各社からの FMCが出揃ってビジ
ネスホンリプレースのキーワードにもなりつつあるた
め、「ワークスタイル
革新を実現する FMC
で現場力 UP ！」と題
し て NECイ ン フ ロ
ンティア株式会社の
近藤担当部長に、そ
れぞれご講演いただ
きました。

　
日　　時

平成22年11月9日（火）13時30分～16時30分　
場　　所

メルパルク東京　5F　瑞雲の間
出 席 者

関東地方本部会員並びに一般参加者　計77名

講師及び講演内容

演題１　 フレッツ光ネクストサービスにおける情報
機器端末の現状と今後の開発動向

講　師　 東日本電信電話株式会社　
　　　　コンシューマ事業推進本部　BBS部
　　　　情報機器開発担当部長　井上　修吾様

演題２　 ワークスタイル革新を実現する FMCで現
場力 UP ！

講　師　①  NECインフロンティア株式会社
　　　　　 ネットワーク営業事業部　ネットワーク

営業推進部
　　　　　担当部長　　近藤　秀一様　

　　　　②株式会社アイソルート　システム開発部
　　　　　IPコミュニケーショングループ
　　　　　チーフ　　　阿南　徳政様

講演に先立ち挨拶する長谷川教育委員長

井上様のご講演

近藤様のご講演

阿南様のご講演

熱心に聞き入る参加者
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8  第262回関東ベル倶楽部ゴルフ大会報告
第262回関東ベル倶楽部ゴルフ大会は、10月26日

（火）、会員企業やお取引先関連企業から29名の参加
をいただき、千葉県の袖ヶ浦カントリー倶楽部　新袖
コースで開催しました。

今大会は、曇りで時々小雨がパラつくという微妙な
コンディションでしたが、、伝統あるコースで思う存
分プレーを楽しみ日頃の腕前を発揮しました。

プレー終了後に表彰式を兼ねて、和気あいあいの盛
大な懇親パーティーを行いました。 

  入賞者

順　位 氏　　名 会　社　名 OUT IN グロス ハンデ ネット

優　勝 椿　　浩 都築電気（株） 56 49 105 32.4 72.6

準優勝 木村　博 新東電設（株） 49 47 96 22.8 73.2

3位 松本　久 （株）日本オフィスオートメーション 49 47 96 22.8 73.2

5位 君塚　民雄 日新電話設備（株） 44 48 92 18.0 74.0

7位 小林　佳宏 （株）NTT東日本 -東京 48 48 96 21.6 74.4

10位 児玉　栄次 扶桑電通（株） 46 46 92 15.6 76.4

15位 宮田　一正 コスモ通信（株） 51 53 104 26.4 77.6

20位 岡田　茂 （株）ジャパン TSS 59 50 109 30.0 79.0

22位 清水　久 （株）サンテレコム 47 49 96 16.8 79.2

25位 辻　　秀世 （株）ジャパン TSS 60 56 116 36.0 80.0

BG 鈴木　潔 （株）共栄通工 43 44 87 13.2 73.8

BB 戸井田健一 神田通信機（株） 56 71 127 36.0 91.0

宮川副本部長から優勝カップを受ける椿様

準優勝の感想を述べる木村様 懇親パーティー風景
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９   扶桑電通株式会社
池野通建株式会社が「情報通信エンジニア優良団体表彰」を受賞

｢情報通信エンジニア資格の取得に積極的に取
り組んでいる団体を表彰し､ 情報通信エンジニア
資格の認知度および社会的地位の向上を図るこ
と｣を目的として､ 工事担任者スキルアップガイ
ドライン委員会（（財）日本データ通信協会）が表
彰している「情報通信エンジニア優良団体表彰」
を、当関東地方本部の会員である扶桑電通株式会
社と池野通建株式会社が受賞されました。

工事担任者スキルアップガイドライン委員会では、
平成22年度の優良表彰団体として、「企業の部」ベス
ト6団体及び「学校の部」ベスト2団体を選出し、12月
2日（木）池袋サンシャインシティ文化会館特別ホール
において表彰式が行われました。

工事担任者スキルアップガイドライン委員会委員
（WG座長）樗桧 明氏（早稲田大学理工学研究所）から
各団体に表彰状が手渡されました。

なお、「企業の部」日立電子サービス株式会社、扶桑
電通株式会社、池野通建株式会社及び「学校の部」京
都すばる高等学校は、2年連続の受賞です。

受賞企業（「企業の部」ベスト6（官公庁除く））

順位 団体名 有資格
者数 支援内容

1 日立電子サービス
株式会社 57 ・ 申請料、更新料共に全額

会社負担

2 扶桑電通株式会社 45 ・ 申請料、更新料共に全額
会社負担

3 池野通建株式会社 41

・ 申請料、更新料共に全額
会社負担

・会社一括申込み
・ 情報通信エンジニア新技

術セミナー資料等を活用
して社内研修を実施

4 東日本システム建
設株式会社 29 ・ 申請料、更新料共に全額

会社負担

5
株 式 会 社 エ ヌ・
ティ・ティ・エム
イー

27 ・ 申請料、更新料共に全額
会社負担

5 株 式 会 社 メ イ エ
レック 27 ・ 申請料、更新料共に全額

会社負担

（出典：日本データ通信 No.177）受賞された団体のみなさん
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第6回定例常任理事会報告

日　時：平成22年11月2日（火）　午後1時～

場　所：情報通信設備協会　会議室

出席者： 井上、福島、宮川、今井、児玉、長谷川、谷口、
大輪　各常任理事

議　事：（1）本部長挨拶及び本部動向
（2）審議事項

①会員の入退会について
②会員増強の取組みについて
　 「保守のワンストップサービス」につい

て今後検討する。
③その他

（3）周知事項
① 一般社団法人移行認可への取組み状況

移行に伴い現在の支部組織のあり方に
ついて討議を進める。

②その他
（4）委員長活動報告
（5）その他

第4回定例地方理事会報告

日　時：平成22年11月2日（火）　午後2時～

場　所：情報通信設備協会　会議室

出席者： 井上、福島、宮川、今井、児玉、長谷川、大輪、
谷口、小林、松山、工藤、三石、塚本、佐藤、山本、
早川、木村（清高）、金澤　各理事

　　　　鈴木、小関　各監事

議　事：（1）本部長挨拶及び本部動向
厳しい経済状況に歯止めがかからない。
我々業界は特に今季は厳しい環境にある。
設備の性能が上がり工事の部分が少なく
なっているため、キャリアや他業界が
我々の事業領域を浸食し、我々は追い込
まれている。LAN認定制度ができて1年
が過ぎ更新の時期を向かえているが、お
客様に信頼されるよう協会全体がスキル
アップに努めなければならない。

（2）審議事項
①会員の入退会について
②会員増強の取組みについて
　 「保守のワンストップサービス」につい

て今後検討するが、実現に向けては多
くの課題がある。

③その他
（3）周知事項

①一般社団法人移行認可への取組み状況
　 現行の支部に変わる組織についての検

討が必要である。
②その他
　 本部では、来年1月の発行を目途に「保

守ガイドブック」を作成している。
（4）委員長等活動報告
（5）その他
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第7回定例常任理事会報告

日　時：平成22年12月7日（火）　午後3時～

場　所：情報通信設備協会　会議室

出席者： 井上、福島、宮川、今井、児玉、長谷川、谷口、
鈴木、大輪　各常任理事

議　事：（1）本部長挨拶及び本部動向
（2）審議事項

①会員の入退会について
②関東地方本部規程の変更（案）について
　 一般社団法人への移行に伴い、関東地

方本部規約変更を検討する。
③地方本部組織の変更について
　 支部組織に変わる組織について、組織

委員会を開催し討議する。
④23年新年賀詞交歓会について
⑤その他
　 「NGN活用ガイドブック2010」の活用

を図るため、各自治体等へ配布する。
（3）周知事項

①22年度上期収支状況について
②23年度事業計画について
③ 支部忘年会（懇親会）・ 賀詞交歓会等開

催予定
④その他

（4）その他

関東地方本部	新会員

　①（株）リード
　　台東区　平成22年11月15日

　②未来電機通信
　　栃木市　平成22年12月3日

　 会員異動の詳細は、関東地方本部ホームページ「会員の
異動」をご覧下さい。

　http://www.itca.or.jp/kanto/member/changes.html



関東地方本部からのお願い
大切な連絡や情報が届いていますか！

協会にお届けの「会員情報」に変更があった場合は、下記の連絡票をコピーして変更した事項を記入
のうえ、FAXで事務局へお送り下さい。

（社）情報通信設備協会関東地方本部 事務局　　FAX ：03-5640-6599

会員情報変更連絡票

会員名　　　　　　　　　　　　　　　

代表者 役職　　　　　　　　　　　　　　　氏名

所在地
〒

連絡番号 TEL　　　　　　　　　　　　　　　FAX

URL

E-mail

協会担当者 所属・氏名 所属　　　　　　　　　　　　　　　氏名

協会担当者 連絡番号 TEL　　　　　　　　　　　　　　　FAX

協会担当者 E-mail

委託業務担当者 所属・氏名 所属　　　　　　　　　　　　　　　氏名

委託業務担当者 連絡番号 TEL　　　　　　　　　　　　　　　FAX

委託業務担当者 E-mail

教育担当者 所属・氏名 所属　　　　　　　　　　　　　　　氏名

教育担当者 連絡番号 TEL　　　　　　　　　　　　　　　FAX

教育担当者 E-mail

クリッピングサービス
送信アドレス

その他
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協会担当者 連絡番号 TEL　　　　　　　　　　　　　　　FAX

協会担当者 E-mail

委託業務担当者 所属・氏名 所属　　　　　　　　　　　　　　　氏名

委託業務担当者 連絡番号 TEL　　　　　　　　　　　　　　　FAX

委託業務担当者 E-mail

教育担当者 所属・氏名 所属　　　　　　　　　　　　　　　氏名

教育担当者 連絡番号 TEL　　　　　　　　　　　　　　　FAX

教育担当者 E-mail

クリッピングサービス
送信アドレス

その他
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